
中国経済産業局委託事業

山口県事業承継・引継ぎ支援センター

 後継者がいない  
 親族や従業員に事業を引き継ぎたい
 自社を他の企業に譲りたい    
 承継手続きの進め方がわからない  

 事業を受け継ぎたい 

 他の企業を買い受けたい 

こんなお悩みはありませんか？

ご相談は事前予約をお願いします。

まずはお気軽に
ご相談ください

相談無料
当センターへのご相談は
無料です。

秘密厳守
専門の相談員が秘密厳守
でご相談を承ります。

公的機関
国が設置する公的相談
窓口ですので、安心して
ご相談いただけます。

個人事業主の方、後継者の方からの
ご相談も承ります。お気軽にご相談ください。

※今一度、送信先FAX番号をご確認の上、お間違えのないようにご送信ください。

リサイクル適正  A
この印刷物は、印刷用の紙へ
リサイクルできます。

（2025.６.５ 改訂）

申し込み後の流れ

送信先 ▶ 山口県事業承継・引継ぎ支援センター宛　FAX：083-902-6988

（〒　　　―　　　　）

当センターからのご希望の連絡方法を以下の□にチェックしてください。

具体的な相談内容についてご記入ください。

支援機関名 担当者 連絡先

□ ❶固定電話へのご連絡　　□ ❷携帯電話へのご連絡　　□ ❸メールでのご連絡

第三者承継
□相手先あり

□相手先なし

フ リ ガ ナ
代 表 者 名
（役　職）

業 種

生 年 月 日 年齢西暦 年 　 月 　 日 歳

フ リ ガ ナ
事 業 所 名

所 在 地

紹介支援機関

【企業の場合】

ご
相
談
内
容

区
分

内

容

希望連絡方法

❷携帯電話❶固定電話

❸メールアドレス

事 業 内 容
（ ）主なサービス・

製品概要  等

hikitsugi@ymg-shk.go.jp MailMail https://ymg-shk.go.jp/H P

□譲渡希望

□譲受希望
□従業員承継　□親族内承継　□その他

□決算書（直近）　□あれば会社案内またはパンフレット

※ご記入いただいた情報、相談内容は秘密情報として厳重に管理いたします。（秘密厳守）
　なお、必要に応じて当センターの外部専門家（弁護士・公認会計士等）および関連機関（中小企業庁、中国経済産業局、中小企業事業
承継・引継ぎ支援全国本部等）に開示する場合があります。

事務局欄 ［受付日］　　　年　　　月　　　日 ［担当者］

※初回面談時にご持参いただきたい書類

◀HP

フ リ ガ ナ
相 談 者 名
（役　職）

生 年 月 日 年齢西暦 年 　 月 　 日 歳

相談の事前予約
相談申込書またはセンターＨPから
お申込みください。

センターからのご連絡
相談日時や場所の調整を行い、ご準備いただく
書類をご説明いたします。

個別相談
ご相談の内容に応じて、当センターによる支援
や他の適切な支援機関のご紹介等を行います。

相談申込書
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事業承継のマメ知識 センターの支援内容

円滑な事業承継には早めの取り組みが重要
人（代表者）の交代だけではない 承継の準備には時間がかかる

事業承継診断 準備の必要性を認識
STEP1

見える化 経営状況・課題を把握
STEP2

磨き上げ 経営改善・社内体制整備

事業承継計画の策定
具体化（いつ・誰に・何を・どのように）

親族 従業員

引き継ぐ方法１

引き継ぐもの・移行期間２

ステップ３

親族内承継
現経営者の子をはじめとした
親族に承継させる方法

従業員承継
「親族以外」の役員・従業員に
承継させる方法

第三者（M&A）承継
株式譲渡や事業譲渡等により社外
の第三者に引き継がせる方法

代表者の交代
後継者の選定・育成

人
自社株式（法人）
事業用資産

資産

経営理念　社長の持つ信用　営業秘密
特許・ノウハウ　熟練の技術
取引先との関係性　許可・認可

経営資源（強み等）

M&Aに向けた準備
引継ぎ先を探し・条件を検討

第三者

事業承継の実行
資産移転・経営権承継を実行

M&Aの実行
資産移転・決済等を実行

プ
レ
承
継

課題を整理し、今後の対応や行動を具体化する承継計
画の策定を支援します。
計画は、現経営者と後継者双方で認識を共有するため
にも有効です。

親族 従業員

事業承継計画の策定支援
専門家による助言や手続きの依頼が必要なケース
では、外部専門家（弁護士、司法書士、税理士、中
小企業診断士など）をご紹介します。 
※専門家への依頼：別途手数料が発生します。

親族 従業員 第三者

専門家のご紹介

全国の譲渡・譲受希望に基づくデータベースから、希望
条件に合う相手先をご紹介します。
企業情報はノンネーム（企業名を明かさず、企業概要を
要約したもの）で取り扱います。

第三者

データベースによるマッチング支援
民間の支援機関（M&A仲介会社、金融機関、士業専門
家など）へ、マッチング業務を橋渡しします。支援機関
選定時には当センターが助言を行います。
※民間支援機関への依頼：別途手数料が発生します。

第三者

M&A支援機関等への橋渡し

創業を目指す意欲がある方※に対して、後継者不在の
会社や個人事業主を引き合わせ、事業引継ぎに向けた
支援を行います。
※創業セミナー受講など一定の要件があります。

受け継ぎたい

後継者人材バンク

経営者保証を理由に、事業承継が進まないケースがあり
ます。
経営者保証解除などの財務・ガバナンス体制に関するご
相談には、中小企業活性化協議会と連携して支援します。

財務・ガバナンス体制整備支援

親族 従業員 第三者

STEP3

STEP4 STEP5

あらゆるス
テップで

当センター
をご活用く

ださい。

支援ネットワーク

山口県
事業承継・引継ぎ
支援センター

山口県よろず支援拠点
山口県中小企業活性化協議会
創業・事業承継総合サポートセンター

•中小企業庁
•中国経済産業局
•(独)中小企業基盤整備機構
•中小企業事業承継・引継ぎ
　支援全国本部・地域本部
•全国の事業承継・引継ぎ
　支援センター

•山口県
　経営課題診断員
•市・町

•外部専門家
　弁護士
　公認会計士
　税理士
　司法書士
　中小企業診断士
　社会保険労務士
　行政書士
　など

•登録民間支援機関
　M&A仲介会社
　金融機関等
•マッチング
　コーディネーター
　士業専門家等

•県内各商工会議所　
•山口県商工会連合会
•山口県中小企業団体連合会
•地方銀行　•信用金庫・信用組合
•山口県信用保証協会　
•政府系金融機関

お問い合わせ先

8.9％

11.3％

26.9％
3～5年程度

27.8％
分からない

13.8％

11.2％

1～2年程度

移行期間は
必要としない

10年以上

6～9年程度

事業承継する際に、
後継者への移行に
かかる期間

【出典】㈱帝国データバンク「事業承継に関する企業の意識調査」（2021年8月）
注：母数は有効回答企業1万1,170社

51.9％
3年以上

後継者へ
移行する期間

事業の
成長
発展


